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滋賀県介護職員職場環境改善支援（介護ロボット導入支援）事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 知事は、介護ロボットの普及促進を図ることにより、介護従事者の負担軽減による

雇用環境の改善、離職防止および定着を促進するとともに、介護サービスの質の向上に資

するため、予算の範囲内において、介護職員職場環境改善支援（介護ロボット導入支援）

事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することとし、その交付に関しては、滋賀

県補助金等交付規則（昭和４８年滋賀県規則第９号。以下「規則」という。）に規定するも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業者） 

第２条 補助対象事業者は、介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」という。）に

規定する居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービスもしくは

地域密着型介護予防サービスの指定または許可を滋賀県内で受け、介護サービスを提供す

る事業者とする。 

 

（補助対象事業等） 

第３条 補助対象事業は、前条に規定する介護サービスの指定または許可を受けた滋賀県

内の施設・事業所において、次に掲げる介護ロボット等を導入する事業とする。なお、本事

業において介護ロボットの導入・活用、見守り機器の導入に伴う通信環境整備、介護テクノ

ロジーのパッケージ型による導入または導入支援と一体的に行う業務改善等により、業務の

改善・効率化等が進められ、職員の業務負担軽減やサービスの質の向上など生産性向上が図

られるとともに、収支の改善が図られた場合には、職員の賃金へも適切に還元することと

し、その旨を職員等に周知すること。 

(1) 介護ロボット 

補助対象機器は、別表１に掲げる要件のいずれにも該当するものとし、補助対象経費

は、介護ロボットの導入のための購入およびリースにかかる経費（設置工事費、保険

料、メンテナンス費用等、通信費、消費税および地方消費税は含まない。）とする。 

なお、機器の導入方法がリースによる場合は、３年以上のリース契約を締結するもの

とし、この場合において対象となる経費は、初期費用と申請する年度分のリース料の総

額とする。 

 (2) 見守り機器の導入に伴う通信環境整備 

見守り機器を効果的に活用するために必要な通信環境を整備するための経費（メンテ

ナンス費用等、通信費、消費税および地方消費税は含まない。）とし、次のアからウまで

を対象とする。なお、既に見守り機器を導入している場合において、見守り機器を効果

的に活用するために必要な通信環境の整備を行う場合も対象とする。 

ア Wi-Fi環境を整備するために必要な経費 

配線工事（Wi-Fi環境整備のために必要な有線 LANの設備工事も含む。）、モデム・

ルーター、アクセスポイント、システム管理サーバー、ネットワーク構築など 
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イ 職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど効果・効率的なコミュニケーシ

ョンを図るためのインカム（デジタル簡易無線登録型等の Wi-Fi非対応型のインカム

を含む。） 

ウ 介護ロボット機器を用いて得られる情報を介護記録にシステム連動させるために必

要な経費（介護ロボット機器を用いて得られる情報とシステム連動可能な介護記録ソ

フトウェア（既存の介護記録ソフトウェアの改修経費も含む）、バイタル測定が可能

なウェアラブル端末、介護ロボットを用いて得られる情報とソフトウェア間を接続す

るためのゲートウェイ装置等。） 

(3)介護テクノロジーのパッケージ型による導入 

  介護ロボットおよびＩＣＴで定める対象経費に該当するもので、複数のテクノロジー

を組合わせて導入する場合に必要な経費を対象とする。 

(4)導入支援と一体的に行う業務改善支援 

生産性向上ガイドラインに基づき、生産性向上に係る支援について知識・経験を有す

る第三者（業務改善を支援する事業者）が、介護事業所において、①事前評価（課題抽

出）、②業務改善に係る助言・指導等、③事後評価（導入後の定着支援も対象とする）

等の支援を行う経費や、介護テクノロジーを導入・活用するにあたり必要となる職員の

スキルアップ研修・相談等にかかる経費を対象とする。ただし、本事業の実施や個別の

契約がなければ、本事業を実施する介護事業所に対して業務改善支援や研修・相談等を

行う立場になりえない事業者に係る経費でなければならない。 

 (5) その他 

   (1)、(2)、(3)または(4)によらず、介護従事者の身体的負担の軽減や、間接業務時間

の削減等につながる業務の効率化など、介護従事者が継続して就労するための環境整備

として有効であり、介護サービスの質の向上につながると実施主体が判断した機器等を

対象とする。ただし、一般的な用途に限定される機器等は対象外とする。 

 

（交付額の算定方法） 

第４条 この補助金の交付額は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 介護ロボットの導入に伴う経費 

ア １機器につき、前条第１号および第５号に該当する経費の実支出額に、補助率５分

の４を乗じた額 

イ アで算出した額と、以下の表の第１欄に定める介護ロボットに応じた第２欄の基準

額とを比較して、少ない方の額を補助額とする。ただし、千円未満の端数が生じた場

合は、これを切り捨てるものとする。 

１ 介護ロボット ２ 基準額 

移乗支援（装着型・非装着型） 

入浴支援 

前条第５号で示す機器等 

100 万円 

上記以外 30 万円 

 (2) 見守り機器の導入に伴う通信環境整備および介護テクノロジーのパッケージ型によ
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る導入に係る経費 

ア １事業所につき、前条第２号および第３号に該当する経費の実支出額に、補助率５

分の４を乗じた額 

  イ アで算出した額と 1,000 万円とを比較して、少ない方の額を補助額とする。ただ

し、千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

(3)導入支援と一体的に行う業務改善支援 

ア １事業所につき、前条第４号に該当する経費の実支出額に、補助率５分の４を乗じ

た額 

 イ アで算出した額と 48 万円とを比較して、少ない方の額を補助額とする。ただし、

千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

(4) 寄付金その他の収入があるときは、交付額の算定にあたり、補助対象経費から当該寄

付金その他収入金額を控除する。 

２ この補助金の交付回数は、前条第１号および第５号については一事業計画につき１回、

前条第２号、第３号および第４号については一事業所につき１回を限度とする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第５条 規則第３条に規定する補助金交付申請は、別記様式第 1号に関係書類を添えて、別

に定める日までに知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、業務改善計画を作成するものとし、知事および厚生労働省老健局高齢者

支援課介護業務効率化・生産性向上推進室に当該計画を提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第６条 規則第５条に規定する条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」の「★一つ星」

または「★★二つ星」のいずれかを宣言すること。加えて、個人情報保護の観点から、十

分なセキュリティ対策を講じること。なお、最新版の厚生労働省「医療情報システムの

安全管理に関するガイドライン」を参考にすること。 

(2) 「科学的介護情報システム（Long-term care Information system For Evidence；

LIFE（ライフ））」（以下「LIFE」という。）による情報収集に協力すること。なお、介

護ロボット等のみを導入する場合も同様に情報収集に協力すること。 

(3)  アの資料を参考に、イに基づき業務改善計画を作成すること。業務改善計画の作成

や取組の実施にあたって、原則、「滋賀県介護現場革新サポートデスク（委託先：社会福

祉法人滋賀県社会福祉協議会）」に相談すること。なお、相談にあたっては相談にあたっ

ては滋賀県介護現場革新サポートデスクが開催する「専門相談会」の参加を基本とし、

やむを得ない場合に限り、個別での相談を受付けることとする。 

ア 厚生労働省が発行する資料 

・介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン 

（掲載先：https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei-information.html） 

・介護サービス事業所における ICT 機器・ソフトウェア導入に関する手引き 
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・介護ソフトを選定・導入する際のポイント集 

（掲載先：https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-ict.html） 

・介護ロボットのパッケージ導入モデル 

（掲載先：https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000928398.pdf） 

・介護現場で活用されるテクノロジー便覧 

（掲載先：https://www.nttdata-strategy.com/services/lifevalue/docs/ 

r03_add16_02jigyohokokusho.pdf ） 

イ 業務改善計画の作成 

補助を受ける介護事業所は、業務改善計画書を作成するものとし、県および厚生労働

省老健局高齢者支援課介護業務効率化・生産性向上推進室に提出することとする。なお、

具体的な提出方法や報告期限等の詳細については、別途通知する。 

(4) 補助事業者は、交付決定を受けた年度の２月 28日までに介護ロボット等の導入を完了

させること。 

(5) 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内

容の変更（事業の目的および内容等のうち、事業の基本的部分に関わらない変更を除

く。）をする場合は、補助事業変更承認申請書（別記様式第２号）により、あらかじめ

知事の承認を受けること。 

(6) 補助事業者は、補助事業を中止し、または廃止する場合は、補助事業中止（廃止）承

認申請書（別記様式第３号）により、あらかじめ知事の承認を受けること。 

(7) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合または補助事業の遂行が困難になった場合

は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

(8) 補助事業者は、購入により導入した介護ロボットおよび見守り機器の導入に伴い整備

した通信機器を３年を経過せずに処分した場合、または介護ロボットをリースにより導

入した場合で、その契約を３年を経ずに解除した場合は、既に交付を受けた補助金を全

額返還しなければならないこと。ただし、リースにより導入した介護ロボットを購入す

るために、介護ロボットのリースにかかる契約を解除した場合は、この限りではない。 

(9) 補助事業により導入した介護ロボットおよび見守り機器の導入に伴い整備した通信機

器については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理すると

ともに、効率的な運用を図らなければならないこと。 

(10) 補助事業により導入した価格が 30万円以上の介護ロボットおよび見守り機器の導入

に伴い整備した通信機器（以下「取得財産」という。）については、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）で定める期間（以下「財産処分制

限期間」という。）を経過するまで、知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、または廃棄（以下

「処分」という。）してはならないこと。 

(11) 知事は、前号の承認をする場合において、原則として取得財産を処分した時から財

産処分制限期間を経過するまでの期間に相当する分を返還させることができること。ま

た、処分により収入があった場合には、その全部または一部を県に納付させることがあ

ること。 
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(12) 補助事業に係る収入および支出との関係を明らかにした帳簿を備えるとともに、補

助事業に係る収入および支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿および証拠書

類を補助事業完了の日（補助事業の中止または廃止の承認を受けた場合は、承認を受け

た日）の属する年度の終了後５年間保管しておくこと。 

(13) 補助事業を行うために締結する契約の相手方およびその関係者から、寄付金等の提

供を受けてはならないこと。 

(14) 補助事業により導入する介護ロボット、見守り機器の導入に伴う通信環境整備、介

護テクノロジーのパッケージ型による導入および導入支援と一体的に行う業務改善支援

等については、他の補助金等の交付を受けてはならないこと。 

(15) 知事は、前各号の条件のいずれかに違反した場合または第８条の規定による報告を

行わない場合は、補助金の交付の決定の全部または一部を取り消し、既に補助金が交付

されているときは、これを返還させることができること。 

 

（事業実績報告） 

第７条 規則第 12条に規定する補助事業等実績報告書は、別記様式第４号に関係書類を添

えて、補助事業が完了した日（補助事業の廃止の承認を受けた日）の翌日から起算して

30日以内または補助事業の完了の日が属する年度の２月 28日のいずれか早い日までに、

知事に提出しなければならない。 

 

（導入効果の報告等） 

第８条 補助事業者は、導入翌年度から３年の間、知事および厚生労働省老健局高齢者支援

課介護業務効率化・生産性向上推進室に補助を受けた内容に基づく業務改善効果等を報告

するとともに、他事業者からの照会等に応じなければならない。なお、具体的な報告内容

や報告方法、報告期限等の詳細については、別途通知するものに従うこと。 

２ 知事は、補助事業者から前項の報告があったときは、その内容を公表する場合がある。 

 

（報告の徴取等） 

第９条 知事は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、補助事業

者に対し報告を求め、または関係職員に質問させ、もしくは補助事業者の事務所、施設等

に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させることがある。 

 

（協力の要請） 

第 10条 知事は、補助事業者に対し、介護ロボットの導入促進に向けて県が実施する介護

ロボットの活用状況の調査、広報、見学等への協力および研修会等への参加を求めること

がある。 

２ 知事は、補助事業者に対し、県が実施する介護現場革新推進総合事業や厚生労働省が実

施する効果検証事業等への協力を求めることがある。その際は、可能な限り協力するこ

と。 
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（標準処理期間） 

第 11条 標準処理期間は次のとおりとする。 

(1) 規則第４条の規定による補助金等の交付の決定は、規則第３条の規定による申請があ

った日から起算して 30日以内に行うものとする。 

(2) 知事は、補助事業の変更承認申請または中止（廃止）の承認申請があったときは、申

請書を受理した日から 14日以内に承認を行うものとする。 

(3) 規則第 13条の規定による額の確定は、規則第 12条の規定による実績報告があった日

から起算して 30日以内に行うものとする。 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第 12条 補助事業者は、第５条の規定に基づく交付の申請、第６条第１項第５号の規定に

基づく変更の申請および第７条の規定に基づく実績報告については滋賀県インターネット

利用による行政手続等に関する条例（平成 16年滋賀県条例第 30号）第３条第１項に規定

する電子情報処理組織を使用して行うことができる。 

 

（その他） 

第 13条 規則またはこの要綱に定めるもののほか、この補助金に関して必要な事項は、別

に定める。 

 

 

付 則 

この要綱は、令和２年８月７日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、令和３年６月11日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、令和４年７月27日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、令和５年８月17日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 

 

付 則 

 この要綱は、令和６年２月19日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。 

 

付 則 

この要綱は、令和７年７月26日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 
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別表１（第３条関係） 

１ 目的要件 

日常生活支援における移乗介護、移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション、

入浴支援、介護業務支援のいずれかの場面において使用され、介護従事者の負担軽減効

果のある介護ロボットであること。 

 

２ 技術的要件 

次のアまたはイのいずれかに該当すること。 

ア 経済産業省が実施する「ロボット介護機器開発・導入促進事業」（平成 25年度～平

成 29年度）、「ロボット介護機器開発・標準化事業」（平成 30 年度～令和２年度）、

「ロボット介護機器開発等推進事業（開発補助）」（令和３年度～）において採択され

た介護ロボット（「重点分野６分野 13 項目の対象機器・システムの開発」に限る。） 

イ センサー等により外界や自己の状況を認識し、これによって得られた情報を解析し、

その結果に応じた動作を行う技術を活用して、従来の機器ではできなかった優位性を

発揮する介護ロボット 

 

３ 市場的要件 

販売価格が公表されており、一般に購入できる状態にあること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


